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インフルエンザ流行期の有熱者への対応

　新型コロナウイルス（COVID-19）の感染拡大の中で季節性インフルエンザの流行が始まった場合，発
熱を主訴とする患者に対しての対応に苦慮するところである。地域医療を担うかかりつけ医が，有熱者を排
除することは避けねばならないが，その患者が万一COVID-19 であれば院内での感染拡大・クラスター発
生の懸念が払拭しきれない。診療所の感染対策については「新型コロナウイルス感染症外来診療ガイド　第
２版」（日本医師会，2020 年５月 29 日）に詳しいので参考にされたい。毎年のインフルエンザ流行期に各
医療機関でとっておられる従来どおりの感染症対策が基本となるが，医療従事者の標準予防策（マスク着用，
手指消毒）および接触感染対策（清拭消毒等）および有熱者はマスク装着して他の患者からできるだけ離れ
ることが必須となる。
　例年，多数のインフルエンザ様疾患の患者が医療機関を受診するが，その中に一定の割合でCOVID-19
が含まれてくると考えられるが，インフルエンザ患者とCOVID-19 患者は臨床症状のみでは鑑別は困難で
ある。COVID-19 では，感染者のかなりの者が無症状であっても気道内ウイルス量が多いため，症状から
感染者を診断して隔離することは極めて難しい。COVID-19 の有症状者では発症３日前の潜伏期間中から
感染力があり発症１日前に気道内ウイルス量が最大となるため，無症状者と同様に感染源となる。
　インフルエンザ様疾患患者がCOVID-19 患者であることを懸念するが故に，検体採取時の飛沫感染防止
の観点から，インフルエンザ迅速検査を実施すべきかどうかの議論がなされ，日医ではできる限り実施しな
いことを求め，同時に検査を行わずに臨床的に診断して直ちに抗インフルエンザ薬治療を開始することが勧
められた。府医としては，これと同じスタンスで，インフルエンザ迅速検査の実施を控えることを会員にお
願いしてきた。

　COVID-19 の PCR検査は，（１）帰国者・接触者相談センターから帰国者・接触者外来へ繋げて実施，
（２）京都府・医師会京都検査センター（府医 PCR相談検査センター）に申し込んで府医 PCR検査センター
で実施，（３）自院で患者から唾液検体を採取して民間検査所へ送付（集合契約で締結した医療機関のみ），
の方法がある。また，帰国者・接触者外来と契約締結した病院等の医療機関ではCOVID-19 の抗原検査が
行える。

１．COVID-19 の疑いがある場合，上記（１）～（３）の PCR検査あるいは抗原検査を行う

２．インフルエンザの疑いがある場合
　　（ア）�インフルエンザ迅速検査の実施には，サージカルマスク，手袋装着，手指消毒を行う。後日，そ

の有熱者がCOVID-19 陽性者と判明した時に，濃厚接触者とならないためには，これらの標準
予防策に加えて，ゴーグル /アイガード /フェイスシールド，ガウン着用を行う必要がある。

　　　　 ①インフルエンザ迅速検査は，発症から 48 時間以内の患者を対象とする
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　　　　 ②陽性の場合は，インフルエンザの治療を行う
　　　　 ③陰性の場合，COVID-19 の疑いがあれば PCR検査へ
　　（イ）�インフルエンザ迅速検査を行わないで，臨床的にインフルエンザと診断し，抗インフルエンザ薬

による治療を開始する
　　　　 ①治療効果があれば，終了
　　　　 ②治療効果がなく，COVID-19 が疑われる場合は PCR検査へ
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①　10 分以内に飲食やうがいを行っていた場合は，10 分経過するまで待機いただくよう案内すること。

②　唾液は１～２ml 必要であり，十分出す工夫をすること。（図参照）

ａ）�下顎部（顎下腺）
を前後によく揉む
こと

ｂ）�舌を持ち上げ口蓋
に着けたり擦った
りする

ｃ）�頬を吸って，口内
に唾液を吸い出す

③　５～ 10 分ほど唾液を溜めてからはき出すのもよい。

④　検査会社の指定の採取容器があればそれを使うこと。

⑤　採取した検体の運搬等の取り扱いは鼻咽頭ぬぐい液の検体と同様である。

唾液によるPCR検査における唾液採取法とその注意点
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１　�新型コロナウイルス感染症の検査に関して，感染症法に基づく行政検査の対象者として，どのような者
が考えられるか。

　（答）　○�　新型コロナウイルス感染症にかかる「行政検査」の対象者としては，感染症法第 15 条第１項・
第３項第１号より，

　　　　　①新型コロナウイルス感染症の患者
　　　　　②当該感染症の無症状病原体保有者
　　　　　③当該感染症の疑似症患者
　　　　　④当該感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者
　　　　　となっております。
　　　　○�　上記①～③の具体的な基準としては，「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律第 12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について（一部改正）」（令和２年５
月 13 日付健感発 0513 第４号厚生労働省健康局結核感染症課長通知。以下「届出通知」という）
別紙の第７において，それぞれをお示ししております。

　　　　○�　上記④については，例えば，「新型コロナウイルス感染症患者に対する積極的疫学実施要領」（令
和２年５月 29 日版。国立感染症研究所感染症疫学センター）に示されている「濃厚接触者」が
該当することをお示ししていますが，必ずしもこれに限られず，以下のような者についても④に
該当すると考えられます。

○　特定の地域や集団，組織等において，
　・�関連性が明らかでない患者が少なくとも複数発生しているなど，検査前確率が高いと考
えられ，かつ，

　・濃厚接触を生じやすいなど，クラスター連鎖が生じやすいと考えられる状況にある
　と認められる場合における，当該地域や集団，組織等に属する者

　　　　○�　なお，上記の「地域や集団，組織等に属する者」に対する行政検査については，個別具体的な
検査対象者の感染の疑いに着目して行う検査ではないため，濃厚接触者に対する検査とは別のも
のとして行うのであり，検査対象者は濃厚接触者として取り扱うことはしないこと（14 日間の
健康観察の対象としない）としております。ただし，検査後２週間以内に健康状態が悪化したと
きは速やかに報告するよう求めるとともに，報告があったときは，速やかに再検査を行うこと，
当該検査は陰性を証明するものではないこと等を対象者に説明することにご留意ください。

　　　　○　また，④に対する行政検査の実施方法としては，
　　　　　・直接保健所内において実施する場合や，
　　　　　・�保健所が直接行政検査を行うこととした上で，当該者に対する PCR検査等を行うためだけに

委託した医療機関等において検査を行う場合

新型コロナウイルス感染症に係る行政検査に関するＱ＆Ａ
� 令和２年７月 15 日時点
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　　　　　なども考えられます。
　　　　　�　この場合，当該医療機関等の医師（※）は「新型コロナウイルス感染症を疑う」等の判断はせず，

保健所等の委託を受けた検査を行うため，当該検査につき保険適用がされるわけではありません。

（※）保険医療機関の医師として検査等を行うのではない。

【参考】�「新型コロナウイルス感染症患者に対する積極的疫学実施要領」（令和２年５月 29 日版。国立感染症研究所感染
症疫学センター）

　　　 https://www.mhlw.go.jp/content/000635400.pdf

２　�無症状の濃厚接触者等に対しても行政検査を行うこととしているが，当該検査につき保険適用されるの
か，また，当該検査を行った医師は感染症法に基づく医師の届出を行う必要があるのか。

　（答）　○�　新型コロナウイルスに係る PCR検査や抗原検査は，患者に対して行う手術等の内容や周囲の
感染状況を踏まえ，医師が患者の診療の為に必要と判断して行った場合は，症状の有無にかかわ
らず保険適用となります。なお，保険請求にあたっては，診療報酬明細書の摘要欄に，医師が個々
の患者について検査が必要と判断した医学的根拠を記載していただくこととしております。

　　　　○�　また，PCR検査や抗原検査を実施する場合には，都道府県等と医療機関との間の委託契約（集
合契約としてなされるものを含む）を締結していただくこととしています。

　　　　○�　さらに，当該検査を行った医師の判断として，届出通知別紙の第７で示された疑似症患者に該
当する場合については，届出が必要となります。

　　　　○�　なお，保健所が濃厚接触者といった新型コロナウイルス感染症にかかっていると疑うに足りる
正当な理由のある者に対して直接行政検査を行うこととした上（※１）で，当該者に対する PCR検
査等を行うためだけに委託した医療機関等に案内し，そこで検査を行う場合なども考えられます。
この場合，当該医療機関等の医師（※２）は「新型コロナウイルス感染症を疑う」等の判断はせず，
保健所等の委託を受けた検査を行うため，当該検査につき保険適用がされるわけではありません。

（※１）新型コロナウイルス感染症に係る検査が保険適用される以前に行われていた行政検査。
（※２）保険医療機関の医師として検査等を行うのではない。

３　�簡易抗原検査も含め，保険適用されている新型コロナウイルス感染症に係る検査は，医師の判断により
行われるものであれば，行政検査としての契約をしていなくてもよいか。また，委託契約を結んでいな
い医療機関で PCR検査や抗原検査を行った場合，事後的にでも必ず委託契約を結ぶ必要があるのか。

　（答）　○�　医療機関において PCR検査や抗原検査を実施する場合には，「新型コロナウイルス感染症に
係る行政検査の取扱いについて」（令和２年３月４日健感発 0304 第５号厚生労働省健康局結核感
染症課長通知。以下「行政検査通知」という）において，

　　　　　・�「医師の判断により診療の一環として行われ，帰国者・接触者外来を設置している医療機関等
において実施する保険適用される検査については，前述の行政検査と同様の観点を有すること
から，同検査を実施する医療機関に対して，都道府県等から行政検査を委託しているものと取
り扱い，当該検査費用の負担を本人に求めない」こと

　　　　　・�「委託契約の効果は遡及させることができることから，契約手続きに時間を要する場合などには，
契約が締結されれば契約締結前に実施された検査についても契約に基づく補助の対象になるこ
とを都道府県等と医療機関の間で合意した上で，契約締結を待たずに，行政検査（PCR検査
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および抗原検査）を実施する」ことが可能であること
　　　　　等をお示ししています。
　　　　○�　このため，医療機関において，PCR検査や抗原検査を実施する場合には，都道府県等と医療

機関との間の委託契約（集合契約としてなされるものを含む）を締結していただき，患者に対し
て自己負担を求めることなく，当該部分については，公費負担として処理されるものと認識して
います。

　　　　○�　なお，前述のとおり，契約締結を待たずに行政検査を実施することも可能であることから，す
でに検査を実施している場合であっても，その後，都道府県等は，当該医療機関に感染防御がで
きていること等の必要事項を伝えた上で，速やかに契約を締結していただき，公費負担により処
置するものと考えています。

【参考】�「帰国者・接触者外来を設置している医療機関等」の具体例
　　　 �「帰国者・接触者外来と同様の機能を有する医療機関として都道府県等が認めた医療機関」について」（令和２

年５月 10 日付厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）�  
https://www.mhlw.go.jp/content/000628699.pdf

４　�感染症法第 12 条に基づく医師の届出は，行政検査（委託契約を結んでいる医療機関で行った場合も含む）
として行ったもの以外であっても必要か。

　（答）　○�　行政検査かどうかに関わらず，検査を必要と判断した医師が，当該検査対象者について，届出
通知別紙の第７で示された疑似症患者に該当する場合については，届出が必要となります。また，
行政検査かどうかに関わらず，新型コロナウイルス感染症もしくは疑似症と診断された場合は，
医師の届出が必要です。

� 「厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部令和２年７月 15 日付事務連絡より」
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【検査対象者関係】
　１．�唾液を用いた PCR検査（LAMP法を含む）及び抗原定量検査が可能な対象者はどのような方か。無

症状者への検査は可能か。
　　（答）�　唾液を用いた PCR検査（LAMP法を含む）および抗原定量検査が可能とされているのは「症状

発症から９日（症状発症日を第１日とする）以内の者」および「無症状者」である。

　２．「症状発症から９日以内の者」の「症状」とはどのようなものか。
　　（答）�　新型コロナウイルス感染症を疑う症状と考えられるもの。医師の判断となるが，具体的には発熱

や呼吸器症状などが挙げられる。

　３．退院判定および宿泊療養等の解除判定のために唾液検体を使用することは可能か。
　　（答）�　唾液を用いた PCR検査（LAMP法を含む）および抗原定量検査が使用可能な対象者であれば，

唾液と鼻咽頭拭い液との一致率は非常に高いことから，退院判定および宿泊療養等の解除判定のた
めの検査は可能である。

【検査試薬関係】
　４．唾液を用いた検査を行うにあたって，どの検査試薬および機器が使用可能なのか。
　　（答）�　唾液検体を用いた検査に際しては，使用する検査試薬および機器の製造販売業者に対して，唾液

検体を用いる場合の条件等を確認することが望ましい。

【採取方法関係】
　５．どのように唾液を採取するのか。
　　（答）�　国立感染症研究所が作成した「2019-nCoV（新型コロナウイルス）感染を疑う患者の検体採取・

輸送マニュアル」を参考に，滅菌容器（50ml 遠沈管等）に１－２mL程度の唾液を患者に自己採
取してもらう。

　６．唾液採取をすべき時間帯はあるのか。
　　（答）　現時点では，特段の制限はされていない。

　７．唾液を採取するにあたって，飲食や歯磨きに関して注意する点はあるか。
　　（答）�　飲食や歯磨き，うがいの直後の唾液採取はウイルスの検出に影響を与える可能性があり，避ける

べきである。明確な基準はないが，目安として，飲食等の後，最低 10 分以上，できれば 30 分ほど
空けることが望ましい。

（別添）

新型コロナウイルス感染症に係る検査の
技術的事項に関する質疑応答集（Ｑ＆Ａ）

� 令和２年７月 21 日時点
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【採取用具関係】
　８．唾液を採取する際には，どのような採取容器を用いればよいか。
　　（答）�　唾液の採取においては，密閉ができ，患者が自ら唾液を入れるためにある程度の口の広さがある

滅菌容器が必要である。例として，50ml の遠沈管等が挙げられる。

【保管・輸送方法関係】
　９．どのように唾液検体を保管，輸送すればよいか。
　　（答）�　「2019-nCoV（新型コロナウイルス）感染を疑う患者の検体採取・輸送マニュアル」を参考に，

検体採取後，可能な限り速やかに氷上または冷蔵庫（４℃）に保管する。輸送開始までに 48 時間
以上かかる場合は－80℃以下で凍結保存する。－80℃の冷凍庫がない場合は通常の冷凍庫（－20℃
程度）で保存する。検体の輸送にあたっては，原則，基本三重梱包を行ない，公用車・社用車等の
自動車または，カテゴリーＢに分類される臨床検体等の取り扱い可能な輸送業者を利用して送付を
行う。

【感染防御関係】
　10．唾液採取時の感染防御はどのように行うべきか。
　　（答）�　国立感染症研究所，国立国際医療研究センター国際感染症センターが作成した「新型コロナウイ

ルス感染症に対する感染管理（※１）」に従い，診察する場合，標準予防策に加え，接触，飛沫予防策
を行う。また，診察室および入院病床は，個室が望ましく，十分換気する。検体を回収する際には，
サージカルマスク，手袋を装着する。

（※１）�https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2484-idsc/9310-2019-
ncov-01.html

　11．環境整備はどのように行うべきか。
　　（答）�　「新型コロナウイルス感染症に対する感染管理」に従い，患者周囲の高頻度接触部位などは，ア

ルコール（エタノールまたは２－プロパノール）あるいは 0.05% の次亜塩素酸ナトリウムによる
清拭を行い，高頻度接触面や物品等の消毒を励行することが望ましい。詳細については，日本環境
感染学会が作成した「医療機関における新型コロナウイルス感染症への対応ガイド（※２）」等を参考
にする。

（※２）http://www.kankyokansen.org/uploads/uploads/files/jsipc/COVID19_taioguide3.pdf

� 「厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部令和２年７月 22 日付事務連絡より」
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　７月 15 日号におきまして厚生労働省新型コロナイルス感染症対策推進本部が公表する，京都府における
新型コロナウイルスの PCR検査が実施可能な民間検査機関を掲載いたしましたが，改めてその詳細につい
てお知らせいたします。
　京都府内において PCR検査の認可を受けている検査所が７か所，営業所を設置する検査所が２か所あり
ます（下記）。
　前号にてお知らせした４か所（①～④）は現在，PCR検査の受入れ体制が整っており現在稼働中の検査
所となります。⑤については８月中に検査の受入れ体制を整える準備中とのことですが⑥⑦については認可
が下りているものの実際に検査は行っておりません。京都に営業所を持つ検査所（⑧⑨）については京都府
以外にラボがあるため搬送に時間を要することが想定されます。
　各医療機関におかれましてはそれぞれの状況に応じて適切に検査所をご選定いただきますようお願い申し
上げます。

　①一般社団法人京都微生物研究所
　②株式会社島津テクノリサーチ
　③株式会社ファルコバイオシステムズ
　④株式会社エスアールエル（日本医学臨床ラボ）
　⑤株式会社保健科学西日本 保健科学 西日本総合ラボラトリー（旧いかがく）
　⑥株式会社日本セルネット
　⑦環境衛生薬品株式会社
　⑧株式会社 LSI メディエンス 京都営業所
　⑨株式会社ビー・エム・エル 京都営業所

PCR検査を行う検査機関について
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� 2020 年７月 31 日
� 京都府医師会新型コロナウイルス感染症対策チーム

１．はじめに

　新型コロナウイルス感染症（以下，COVID-19）対策としての緊急事態宣言が５月に解除された後も，
６月は首都圏や各地で新たな感染者が増え続けた。特に６月 19 日に都道府県を跨ぐ移動制限が解除されて
からの増加は右肩上がりであった。６月下旬に京都府内で発生した新たなクラスターにより連日陽性者が増
え，京都府では感染拡大対策の独自の基準を見直したが，その直後に「警戒基準」となった。その後も感染
は拡大し続け 29 日に「特別警戒基準」となった。
　感染者増加によって，京都府の宿泊療養施設は７月に再稼働し，京都府医師会（府医）からの出務を再開
した。京都府・医師会京都検査センター（府医 PCR検査相談センター）は７月も継続して運営し，一時期
減少傾向にあった依頼数が漸増した。また，京都南部で新たな検査センターを開設し，稼働がはじまった。
唾液採取での PCR検査を希望する会員医療機関を７月から募集を開始し，府医がとりまとめて京都府との
集合契約を結ぶことで，医療機関で PCR検査を行うことが始まった。
　７月の１か月間の動向について述べる。
　なお，本文中に記載した数値や対応策等は，７月 31 日時点でのものであり，今後の動向により変化する
ことを予めお断りしておく。

２．COVID-19 の流行状況とその対策の経緯

　緊急事態宣言解除後，東京都では連日２桁の陽性者を発表していたが，７月からは３桁になり，９日から
200 人以上が４日間続いた。東京都での PCR検査数を，特に夜の繁華街で働く人たちへの検査勧奨により
増やしたことが陽性者増加の一因でもある。年齢別では 20 代 30 代の若年層が半数以上を占め，70 代以上
の高齢者は少なかったが，その後増える傾向にある。７月下旬には 40 代 50 代の感染者が増えてきた。夜の
繁華街関係が多いという点だけをマスコミは主に取り上げていたが，職場内や家庭内感染はその２倍以上で，
また感染経路不明はさらに多い。若い世代からその親世代や高齢の祖父母への感染，幼児などの低年齢層へ
の感染が増えつつある。実際，京都で若年層から家族である幼児へ感染している。
　京都では，新規陽性者が続き６月 25 日に「注意喚起基準」の適用となったが，30 日に飲食店で発生した
クラスターにより，積極的疫学調査で濃厚接触者の陽性者が増え，同時に感染経路不明者も増えた。京都府
はそれまでの基準を見直し，７月８日に新たな三段階の基準を発表した（表１）。14 日に府内で新たな陽性
者 12 人が確認されたことを受けて，「新規陽性者７日間平均 7.86 人」と「感染経路不明者同 2.29 人」とな
り，ともに警戒基準の指標を超えた。年齢層は 20 代が半数近くを占め，20 代未満から 30 代までを合わせ

新型コロナウイルス感染症対策
～京都府医師会での対応，７月～



令和 ２年 ８月 15 日　　　　2179 号　　〔　京　都　医　報　〕　　付　　録 （ 11 ）

ると全体の３／４となる。感染経路の判明しているもののうち，30 代以下では６割近くが飲食をともなう
会合である。６月 25 日以降 20 日連続での感染者発生であり，14 日に京都府はそれまで発令していた「注
意喚起」から「警戒基準」への引上げを発表した。15 日に京都府新型コロナウイルス感染対策本部会議（府
本部会議）を開き対応策を検討した。西脇知事は会見で，感染状況，警戒基準の適用の説明と，府民へのお
願いとして「新しい生活様式の徹底（身体的距離の確保・マスク着用・こまめな手洗い＋３密を避ける）」，「飲
食機会等の感染防止」，「大規模イベントの感染防止」，「接触確認アプリの活用」を訴えた。同時に「京ころ
な検査システムの拡充」としてそれまでの府医 PCR検査相談センターへの流れに加えて，唾液検体 PCR
検査（後述）が約 140 医療機関（７月 15 日時点，集合契約済み）で導入され 20 日から始まることを説明し
た。６月下旬のクラスター以外に，医療機関や飲食店がクラスターとなり，その濃厚接触者が陽性者となり
家族内あるいは職場感染を引き起こしていること，また感染経路不明の陽性者が増加していることから，連
日の感染者数は減ることなく，29 日には１日あたりで過去最多の 41 人で，28 日までの１週間で平均 20 人
超となった。またこの１週間の PCR検査陽性率が平均６％であったが，29 日は９％となり上昇傾向にあり，
「特別警戒基準」に達した。感染経路が明らかなものでは「接待をともなう飲食店」と「会食」がそれぞれ
33.2％，11.3％，と半数近くが「飲食店」であり，宴会や飲み会の開き方に関する京都府独自のルールとして，
31 日に西脇知事は，「きょうと５（ファイブ）ルール」の５項目を発表した：「大人数は避ける」，「２時間
でお開き」，「深夜は控える」，「ガイドライン遵守店舗を利用」，「緊急連絡サービス『こことろ』で利用登録」。
これ以外に，病院や福祉施設の面会自粛を求めた。
　政府の新型コロナウイルス感染症対策本部は，２月 14 日に発足させた「新型コロナウイルス感染症対策
専門家会議」（専門家会議）を７月に廃止した。政府の「新型インフルエンザ等対策閣僚会議」の下に設け
られた「新型インフルエンザ等対策有識者会議」（有識者会議）に「新型コロナウイルス感染症対策分科会」
（COVID-19 対策分科会）を設置することを決定した。なお，有識者会議には分科会として「医療・公衆衛
生に関する分科会」，「社会機能に関する分科会」が設置されているが，これらはCOVID-19 感染拡大後に
は一度も開催されていない。COVID-19 対策分科会は７月に第１回～４回を開催した。
　専門家会議では，議事録が残っていない，具体的な発言者と発言内容が不明などの点が国会でも追及され
たが，これに関しては曖昧な内に廃止となった。COVID-19 対策分科会での議事・会議の記録の取り扱い

（表１）　京都府における新たな基準（概要）

注意喚起基準
警 戒 基 準

特別警戒基準
国が示した基準

・新規陽性者２名以上
かつ

・献饌経路不明者１名以上

・新規陽性者５名以上
かつ

・感染経路不明者２名以上
または

・重症者病床使用率
20%以上

・10 人／日
　（2.5 人／ 10 万人・週）

・新規陽性者 20 名以上
または

・重症者病床使用率
40%以上

－ 専門家の意見も聴取し，対策を総合的に判断 同左に加え，
近隣府県とも連携

▶�感染拡大の徴候を早期に把握
し，府民，事業者等に幅広く
注意喚起
　①新しい生活様式の実践
　②業種別ガイドラインの徹底
　③ �ICT 活用による感染拡大

の予防

▶�感染の早期封じ込めのた
めの対策等
 （例）�感染発生施設や疑い

のある施設利用者に
対する PCR 検査の
呼びかけ

▶�医療提供体制のさらなる
拡充

▶感染拡大防止のための
　対策を強化

▶�感染拡大防止のための行
動制限をともなう対策等
 （例）�感染拡大防止に必要

と考えられる施設等
の利用自粛

　　　�府県間移動やイベン
トの自粛
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は次のようになった。
　１．�特定の個人や企業などに関する感染状況を取り扱うことが想定され，また構成員の間における自由か

つ率直な議論が妨げられることのないよう，議事は非公開とする。
　２．�会議後速やかに議事概要を取りまとめ，各構成員の確認・校正を受けた上で，公表する。議事概要に

は発言者名を記入する取り扱いとする。
　３．�議事概要とは別に速記録を作成し，各委員の確認・校正を受けて保存する。速記録については非公開

とする。なお，保存期間は 10 年とし，歴史的緊急事態に該当するため，保存期間満了後は国立公文
書館に移管することとなる。移管後は原則公表扱いとなる。

　COVID-19 対策分科会では，感染状況と当面の対応，COVID-19 対策の現状と課題，「Go To トラベル
事業」の進め方，国際的な人の往来，イベント開催制限のあり方，検査体制，ワクチン接種について協議さ
れた。22 日に「直近の感染状況等の分析と評価」がCOVID-19 対策分科会により公開された。
　１．社会経済と感染対策の両立のための目標と基本戦略として政府への提言は以下のとおりである。
　　　（ア）目標：医療・公衆衛生・経済が両立しうる範囲で
　　　　　 ①十分に制御可能なレベルに感染を抑制し，死亡者・重症者数を最小化
　　　　　 ②感染レベルをなるべく早期に減少に転じさせる
　　　（イ）基本戦略：�１．個人・事業者：ともに協力し，感染拡大しにくい社会を作る�  

２．社会：集団感染の早期封じ込め�  
３．医療：重症化予防と重症者に対する適切な医療の提供

　２．現時点で早急に取組むべき対策として政府に提案されたのは次の５点である。
　　　①　�合理的な感染対策のための迅速なリスク評価：各自治体がリスク評価に基づいて効率的リソース

の配分を行い，優先順位をつけて対策を迅速に実施
　　　②　�集団感染（クラスター）の早期封じ込め：徹底した院内・施設内などにおける集団感染の未然防

止と早期検知，陽性者の入院等の迅速な対応，接触者の調査と対応
　　　③　�基本的な感染予防の徹底（３密回避等）：事業者はガイドラインを適宜見直し・遵守を徹底，個

人は３密回避を遵守した「新しい生活様式」の徹底に向けた注意喚起，感染者の多い「若年層」
で感染リスクの高い行動を取る対象者への効果的な情報発信

　　　④　�保健所の業務支援と医療体制の強化：人材や物資（PPEなど）の確保，効率的な業務執行への支援，
宿泊療養施設・入院患者受入病床の拡充

　　　⑤　水際対策の適切な実施

　また 31 日に COVID-19 対策分科会は，地域の感染状況レベルを０～３の４段階に分けて対策を講じる
案を政府に提言した（表２）。７月末の時点で，東京や大阪はレベル１に相当すると考えられた。

　　　　　　　（表２）感染状況分類
レベル０

感染ゼロ散発段階 感染者が散発的に発生，医療提供体制に支障なし

レベル１
感染漸増段階

感染者が漸増，医療提供体制への負荷の蓄積
対策：メリハリの利いた接触機会の介入

レベル２
感染急増段階

感染者が急速に増加，医療提供体制に支障発生
対策：全面的な接触機会の提言

レベル３
感染爆発段階 爆発的な感染拡大，医療提供体制の機能不全
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　岐阜県は県独自の「第２波非常事態」を，沖縄県では県独自の「緊急事態宣言」を発令した。政府は重症
者が少ないなどを理由に，４月の緊急事態宣言とは異なるとして再発令は行わなかった。
　実効再生産数でみると，全国では７月４日の 1.86 をピークに右肩下がりで 31 日には 1.37 まで減少して
きた。東京都では第１波の３月下旬に 3.5 前後であったものが徐々に減少し，緊急事態宣言解除後は１未満
を維持していたが，その後５月下旬から急速に上昇して 1.8 になり，７月中旬までが 1.5 前後，その後漸減
し７月末には１前後まで下がってきた。神奈川県は７月初旬に 2.8 まで上昇したが 25 日以降１前後に減少，
大阪府も同様の傾向で７月初旬の 3.72 から 25 日以降は 1.5 前後となっている。京都府の実効再生産数は，
６月下旬のクラスター発生で７月２日に 4.8 に急増したが，７月７日には 1.51 まで急速に減少，その後 1.5
～ 1.7 であったが，22 日 1.73 から 28 日 1.01 まで減少した。しかし７月 31 日に 1.52 へ漸増している。７月
末に増加したのは，７月下旬の連休の影響が出ていることが推察される。京都府での感染者数はまだしばら
くは減少に転じない可能性がある。
　一方，PCR検査実施人数でみると，第１波の緊急事態宣言発令時には全国で１日 4,000 前後からゴール
デンウィーク（GW）明けに１万 3,000 まで増え，７月 27 日には１日に２万 4,000 人余りとなった。同時期
に東京都では 350 前後からGW開けに 1,200 人余り，６月下旬から夜の繁華街を中心に検査を進め７月 13
日に 4,000 人以上，27 日には 5,200 人余りまで増やしてきた。京都府での同時期の検査数は，緊急事態宣言
発令の４月７日 211 人，GW開け５月７日 795 人，感染再拡大の７月６日 461 人，27 日は 1,483 人と最多
であったが概ね 400 人前後の実施となっている。
　全国の重症者数は，４月 15 日の１日 25 名をピークに減少し，５月以降新規重症者はほぼゼロであったが，
７月４日の新規１人以降は一桁台で推移している。また１日あたりの死亡者数は，５月８日 49 人をピーク
に減少し６月下旬にはゼロないし１名であったが，７月下旬には数人となるものの 31 日には５人に微増し
た。
　マスコミは連日の感染者数の増加のみを強調して報道しているが，PCR検査実施数を増やした結果であ
り，またクラスター対策として濃厚接触者への検査も増えている現状で陽性者数が増えるのは自明の理で
ある。第１波の際には，緊急事態宣言発令前の３月 31 日に実効再生産数 2.26 から発令の４月７日には 1.81
まで漸減，19 日に 0.95 と１未満となり５月 28 日 0.98 まで１未満を維持していた。このことを考慮すると，
７月末の時点では実数としての感染者数は多いが，近いうちに減少に転じることが推察される。ただし，重
症者数と死亡者数が微増していることは，若い世代から高齢世代への感染拡大となる可能性がある現状では
予断を許さない。特に，介護関係者への感染によって，介護施設，高齢者施設あるいは在宅医療の高齢者へ
の感染拡大は何としても阻止しなければならない。そのためには医療従事者のみならず，一般市民の感染対
策への高い意識の維持が必須である。

３．府医の７月の活動
⑴　会議等（表３）
　７月も府医の定例理事会，各部会，庶務担当理事連絡協議会はWeb会議での開催となった。また，府医
の常任委員会では，担当役員の判断および委員の参加状況により，Web会議あるいはWebと合議体のハ
イブリッドで開催した。
　地域ケア委員会は，定時の会議以外で，COVID-19 が在宅医療に及ぼす影響についてその問題点と課題
を協議するため委員からの要請があり 25 日にも開催（Web会議）して，意見交換が行われた。
　緊急事態宣言解除で一旦休止していた日医の都道府県医新型コロナ感染症担当理事連絡協議会は７月 31
日から再開となった。一か月に１回の開催予定で，TV会議システムで行う。
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　８月以降の対外的な会合等も，Web開催への変更あるいは中止が決定された。京都府が主務地である本
年度の近畿医師会連合（近医連）の各協議会・委員会等も例外ではない。７月の近医連常任委員会および近
医連保険担当理事連絡会議はTV会議で開催された。８月の常任委員会もTV会議で開催予定である。９
月６日開催予定の近医連定時委員総会は日医のTV会議システムを利用して近畿２府４県が各府県単位で
参加するが，分科会は行わず総会と特別講演のみの開催とすることが決まった。近畿ブロック衛生主管部長・
府県医師会長合同連絡会議は中止となった。

（表３）　７月府医COVID-19 関連会議
会　議 開催日 主なテーマ 参　加

京都府との面談 ７月１日（火）唾液 PCR検査・抗原検査の取り扱い 府医，京都府，
京都市

京都府新型コロナウイルス感染症
対策専門家会議 ７月８日（水）＊１，＊２ 松井府医会長

京都府新型コロナウイルス感染症
対策本部会議（第 19 回） 同　上 基準の検証と見直し 松井府医会長

府医関連学校保健関連各種会議・
協議会の検討 同　上 2020 年度学校保健関連行事の運営方法 府医

感染症対策委員会 同　上 COVID-19 関連報告・協議 府医，委員
京都市教育員会・京都市学校医会
との打合せ ７月10日（金）学校保健について 府医，学校医会，

市教委，府教委
府医コロナチーム会議＊３ ７月13日（月）唾液 PCR検査実施 府医
京都府新型コロナウイルス感染症
対策本部会議（第 20 回） ７月15日（水）警戒基準，今後の対策 松井府医会長

打合せ ７月22日（水）修学旅行生への対応策
地区庶務担当理事連絡協議会 同　上 唾液 PCR検査について 府医
京都府新型コロナウイルス感染症
対策本部会議（第 21 回） 同　上 感染拡大を踏まえた今後の対応 松井府医会長

地域ケア委員会 ７月25日（水）在宅医療でのCOVID-19 対策 府医，委員
京都市子ども家庭支援課面談 ７月29日（水）COVID-19 により延期した１歳半・３歳児健診 府医，京都市
＊１：京都府新型コロナウイルス感染症対策専門家会議；内容は非公開
＊２：松井府医会長；専門家会議議長，対策本部会議には専門家会議議長として出席
＊３：府医コロナチーム＝京都府医師会新型コロナウイルス感染症対策チーム

　８月予定の関西医師会連合（関医連）常任委員会（主務地奈良県）および 10 月予定の全国医師会勤務医
部会連絡協議会（主務地京都府）は中止が決定した。後者は府医勤務医部会幹事会で２年近く協議を重ねて
準備してきただけに至極残念である。また 10 月 16 日～ 18 日開催予定の十四大都市医師会連絡協議会（主
務地大阪府）は，分科会・懇親会を中止しテーマをCOVID-19 対策に絞って協議しTV会議による１日だ
けの開催形式に変更となった。
　また，日医理事に就任した松井府医会長は，日医理事会や執行委員会はTV会議での参加をしている。

⑵　宿泊療養健康管理について
　６月２日に第１波の最後の１名が退所し，宿泊療養者は約１か月間ゼロであった。６月６日に緊急事態宣
言後で京都府内での感染者が再度出始め，増加傾向のため７月 15 日より宿泊療養が京都平安ホテルにて再
開された。府医役員が，毎日午後２時から３時の間に宿泊施設に訪問し，詰所にて療養者の状況を確認し，
タブレット端末または電話にて新入所者と有症状者の健康状態を診察する。４月５月の入所者に比し，７月
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の入所者は 20 歳代 30 歳代の若者が多く（全体の 67％），接待をともなう飲食店関係の感染者が大半である。
味覚嗅覚障害はあるものの，発熱はほとんどなく，薬を処方することはほとんど無かった。
　有症状者に関する退院基準について，WHOの基準が短縮（14 日→ 10 日）されたことを踏まえ，６月
12 日に厚労省は，COVID-19 患者の退院基準の一部改正を発表した（表４）。京都府でも退院基準を次の
ように改訂した。

　１．�有症状者の場合は，発症日から 10 日間経過し，かつ，症状軽快後 72 時間経過した場合，退院可能と
する。

　２．�無症状病原体保有者の場合は検体採取日から 10 日経過した場合，退院可能とする。

　宿泊療養等の解除基準も退院基準と同様とするとされた。つまり２回の PCR検査陰性を確認することな
く退所可能となる。
　７月 25 日から二つ目の宿泊療養施設であるホテルヴィスキオ京都が開所し，毎日入所者数は増加してい
る。飲食店関係の若年者が半数であるが，小中高生やその家族の入所見られる。また中高年も増加傾向である。
　７月 31 日現在の２つのホテルの総入所者数は 106 名，退所者は 71 名である。
　年代別では 20 歳代 53 名，30 歳代 18 名，40 歳代 15 名，50 歳代６名，19 歳以下 14 名であった。居住地
では京都市内 76 名，京都府内が 30 名である。自宅からの入所は 85 名，医療機関からの入所は 21 名，平均
入所日数は約 6.6 日，ヴィスキオで 4.4 日である。
　症状のある者は 49 名，無症状は 57 名であり，症状の内容は，発熱，咳，咽頭痛，味覚・嗅覚障害，倦怠
感，である。
　８月７日から京都平安ホテルは施設の点検・整備のため一時的に閉鎖し，８月 21 日から再開予定である。
再開と同時に内科医会のご協力をいただき，８月３日からホテルヴィスキオ京都は地区医（下西・下東・伏
見）のご協力をいただく予定である（註：８月３日に三地区医師会からの出務が始まった）。

（表４）

COVID-19 患者の退院基準＝「病原体を保有していないこと」
原則として次の①に該当する場合で，次の②に該当する場合も差し支えない

①　発症日＊１から 10 日間経過し，かつ，症状軽快後 72 時間を経過した場合
②　�発症日から 10 日間経過以前にした場合に，症状軽快後 24 時間経過した後に核酸増幅法の検査を行い，陰性が確
認され，その検査の検体採取した 24 時間後以降に再度検体採取を行い，陰性が確認された場合

COVID-19 の無症状病原体保有者の退院基準
原則として③に該当する場合で，次の④に該当する場合も満たすとして差し支えない

③　発症日＊２から 10 日間経過した場合
④　�発症日から６日間経過した後に核酸増幅法の検査を行い，陰性が確認され，その検査の検体採取した 24 時間後
以降に再度検体採取を行い，陰性が確認された場合

＊１　発症日：症状を呈し始めた日
＊２　無症状病原体保有者・発症日が不明：陽性確定の検査採取日

⑶　府医 PCR検査相談センターの運営
　開設が延期されていた京都府南部での新たな検査センターの候補地が確定し，７月から運営開始となった。
会員からの検査依頼は現在の府医相談センターで一括して受け，検査実施会場の京都市内分と京都府南部の
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分を振り分けることになった。
　７月は感染拡大に並行して，かかりつけ医から有症状者の検査依頼が漸増した。７月の相談件数は 453（妊
婦 143）で，７月下旬には４月 29 日の開設以来３か月間で累積相談が 1,000 件を超え，７月末には 1,108 件
（妊婦 439）となった。７月の実施件数は 400（妊婦 128）で，妊婦以外の 272 件の内の陽性者は 11 件（4.0％）
であった。７月までの陽性者数に比べて明らかに増加傾向にあった。府医 PCR検査相談センターでは妊婦
以外は基本的に有症状者のみを受け付けているので，感染経路不明の有症状者の陽性率である（感染者の濃
厚接触者には行政が検査を行う）。
　後述する，PCR検査が鼻咽頭ぬぐい液以外でも承認されていることから，今後は府医 PCR検査センター
での検体採取方法について，議論を重ねる予定である。
　PCR検査で陰性の場合は，偽陰性の可能性があるため，陰性であっても一定期間の自宅療養と健康観察
期間をお願いしていたが，前述の表４と同じく，陰性者は発症日から 10 日を経過し，かつ症状消退後の 72
時間を経過するまでを自宅待機と健康観察期間とするよう変更し，かかりつけ医にはその旨をお願いするこ
とになった。

⑷　健診等
　令和２年度特定健診については緊急事態宣言発令中できる限り行わないようにしたため，受診者数が少な
かった。例年６月開始の舞鶴市，木津川市，精華町が８月開始となり，それにともなって実施期間は２か月
ほど延長となる。南丹市では例年５～９月実施であるが今年度は 11 月まで延長となった。乙訓，綴喜地区
は例年通り７月から開始した。
　府医と京都市で検討した結果，今年度の京都市集団健診は中止となった。次年度の集団健診については特
定健康診査委員会で検討を行ってゆく。
　乳児健診（４か月前期，８か月後期）が６月から個別健診となった市町で，COVID-19 のために受診控
えをする人が多い中で，どれほどの健診率になるのかまだ把握し切れていない。虐待の早期発見にも繋がる
健診であり，不安の残るところである。幼児健診（１歳半，３歳児対象）は７月から再開されたが，中断し
ていた分を十分カバーしきれないのが現状である。
　産業医研修は，緊急事態宣言解除後，６月 18 日から再開となった。30 名～ 50 名の少人数で開催した。

４．COVID-19 の検査について

　今後も続く感染拡大の局面を見据えて，検査体制が強化されねばならない。①検査が必要な者に，より迅
速・スムーズに検査を行う，②濃厚接触者の検査など感染拡大防止対策を強化，③患者・入所者や医療従事
者等を守るため，院内・施設内の感染対策を強化，が基本的な考えとなる。
　無症状者への PCR検査等では，検体採取は鼻咽頭ぬぐい液のみが認められていた。その後の検討で，唾
液を用いた PCR検査，LAMP検査および抗原定量検査と，鼻咽頭ぬぐい液 PCR検査を比較し，高い一致
率を確認することができたとして，７月 17 日から無症状者（空港検疫の対象者，濃厚接触者等）に対して
唾液を用いた PCR検査，LAMP法検査および抗原定量検査を活用すると厚労省が発表した（表５）。これ
を受けて，厚労省母子保健課は，７月 20 日付けでＱ&Ａを発出し，妊婦への PCR検査について唾液を用
いての PCR検査を認めることが示された。
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（表５）　無症状者の唾液を用いた PCR検査等について

検査の対象者
PCR検査

（LAMP法含む）
抗原検査
（定量）

抗原検査
（簡易キット）

鼻咽頭 唾液 鼻咽頭 唾液 鼻咽頭 唾液
有症状者
（症状消退者含む）

発症から９日目以内 ○ ○ ○ ○ 　　○＊１ 　　×＊２

発症から 10 日目以降 ○ × ○ × 　　△＊３ 　　×＊２

無症状者 ○ 　　○＊４ ○ 　　○＊４ 　　×＊２ 　　×＊２

＊１：抗原検査（簡易キット）については，発症２日目から９日目以内
＊２：検査メーカーにおいて有症状者唾液について大学と共同研究中，無症状者については共同研究予定
＊３：使用可能だが，陰性の場合は鼻咽頭 PCR検査を行う必要性あり
＊４：７月 16 日まで不可，17 日から可能に；妊婦は７月 20 日から可能に

　無症状かつ事前確率の低い人に対しても検査を行うべきという声が依然として根強い（特にマスコミに出
てくる「専門家」と称する人）。COVID-19 感染への「不安」が先行しているために，検査を受けることが「安
心感」につながるためと推察されるが，現在の流行状況では諸外国で実施している『あらゆる人に検査を』は，
得るものは偽物の安心感（偽陰性の存在と偽陽性の存在によって引き起こされる諸問題）であり，検査の実
態（人材・機器・試薬等の確保）の理解不足とコスト無視の言い分である。検査は万能でもなければ，安心
のためにするものではないこと，必要な検査を適切に行うことが肝要である。事前確率の高い人への検査（例，
東京都や大阪府の夜の街を対象にした PCR検査）は，確定診断目的の検査であるが，COVID-19 対策分科
会の発表したように対象を分けて考えることは妥当と思われる。無症状かつ事前確率の低い人に対する検査
数が増えることにより必要とされる人への検査ができなくなる事態を引き起こしてはならない。

⑴　抗原検査
　イ）抗原検査（簡易キット）
　　�　５月 13 日に承認された。迅速検査であり，検査時間が 30 分と短く，検体送付の必要がない，特別な

検査機器が不要，その場で結果判定可能という利点がある。発症２日目～９日目以内の有症状者（症状
が消退した者も含む）が対象となる。陰性の場合でも確定診断として扱うことが可能である。PCR検
査と比べて一定以上のウイルス量が必要であるため，PCR検査よりも感度が劣る。発症から 10 日以降
での使用は可能であるが，陰性の場合は鼻咽頭 PCR検査を行う必要がある。検体採取は鼻咽頭からで
あり，唾液検体は認められていない。

　ロ）抗原検査（定量）
　　�　６月 16 日に導入が決定した。分析機器を用いてウイルスのタンパク質（抗原）に反応する抗体を用
いて測定する。30 分程度の短時間で結果が得られる。発症から９日以内の有症状者が対象で，鼻咽頭
および唾液検体のいずれも可能である。発症から 10 日目以降は，唾液検体は不可であるが，鼻咽頭検
体での使用は可能となる。検体は専門技師による前処理が必要であり，専用の試薬と分析機器も必要で
ある。簡易キット抗原検査よりも感度が高く，LAMP法と同程度の感度である。PCR検査と同様に確
定診断・陰性診断および治療経過のフォローに用いる。ただし，現時点では，民間検査機関でこの検査
を実施する体制が整っていない。

⑵　PCR検査
　イ）唾液検体
　　�　京都医報７月１日号に府医が取りまとめて集合契約を結ぶための「新型コロナウイルス感染症に係る
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行政検査（PCR検査）の委託契約締結に関する委任状」，同７月 15 日号には唾液検体の採取法やレセ
プト提出方法などについて掲載した。７月 14 日に京都府が「警戒基準」となり，15 日に西脇知事から
唾液 PCR検査が契約締結した一般医療機関で開始することが発表された。これを受けて府内の集合契
約をした医療機関での唾液検体 PCR検査が７月 20 日から一斉に開始となった。集合契約をした医療
機関は７月 29 日時点で 288 施設となった。全国の民間検査機関で PCR検査を実施可能な施設のうち，
所在地が京都府・京都市は４か所である。その他にも複数の検査機関が PCR検査実施機関として認可
を受けているが，認可は受けたものの PCR検査体制ができていない，あるいは検体は他県へ送付する
ところもある。集合契約をした医療機関から個別に検査機関に，検体採取容器や梱包資材および集荷方
法等について事前に協議と依頼をしていただきたい。採取方法等の詳細は７月 15 日号に詳しいので参
照されたい。

　　�　また，無症状の感染者では，鼻咽頭ぬぐい液と比較して唾液でのウイルス検出率も比較的高いことが
示されている。なお，発症後 10 日目以降の唾液については，ウイルス量が低下するため，検体として
は推奨されない。

　　�　７月の京都市感染症審査協議会の諮問・答申 170 例（７月 19 日まで 71 例；20 日以降 69 例）のうち，
唾液検体 PCR検査で陽性が判明したのは 14 例であった。その内７月 20 日以降は 11 例と増えていた。
京都府内の集合契約医療機関から民間検査機関に７月に依頼された唾液検体 PCR検査数は，ファルコ
173，ビケン 181，島津 101，と三機関で 450 余りであった（エスアールエルは主に病院からの依頼を扱っ
ていたためこの数には入れなかった）。

　ロ）鼻咽頭検体と鼻腔検体
　　�　従来，鼻咽頭ぬぐい液が PCR検査で用いられてきたが，鼻腔ぬぐい液でも PCR検査が可能となった。
米国で実施された臨床試験では，リアルタイムRT-PCR法による 498 名からの検体を用いた評価にお
いて，医師採取の鼻咽頭ぬぐい液を 100％としたときの患者自己採取の鼻腔ぬぐい液の感度は 94.0％で
あることが報告された。これを受けて「2019-nCOV（新型コロナウイルス）感染を疑う患者の検体採取・
輸送マニュアル」が改訂され，鼻腔ぬぐい液を用いても検出できる，とした。鼻腔（前鼻孔）ぬぐい
液を自己採取する場合は医師等の監視の下で採取するが，綿棒の２－３cm程度を前鼻孔に挿入し，５
～ 10 秒ほどかけて鼻粘膜に沿って綿棒を５回転させる；もう一方の前鼻孔も同じ綿棒で同様に採取し，
鼻咽頭ぬぐい液と同様に１－３ml のウイルス輸送液が入った滅菌スピッツ管に入れる（ぬぐい終わっ
た綿棒は滅菌スピッツ管に入れる前に触れない・置かないよう注意する），と手順が明記された。必ず
しも自己採取でなくとも，医師による検体採取が鼻咽頭から鼻腔とするだけでも，感染する率は低くな
ることが期待される。なお，７月末の時点で，この鼻腔検体の PCR検査は，唾液 PCR検査の集合契
約を行った医療機関での実施は認められていない。

　　�　このことから今後の PCR検査は，PPEフル装着の医師が鼻咽頭ぬぐい液を採取するだけでなく，よ
り安全に採取できる唾液検体や鼻腔採取変更する可能性がある。先にも述べたが府医PCR検査センター
での検体採取方法について改めて協議を行う予定である。

＜資料＞
＃�「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律における新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業
制限の取扱いについて（一部改正）」（６月 12 日，厚労省健康局）
＃「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の取扱いの一部改正等について」（６月 25 日，厚労省健康局）
＃「在宅医療における新型コロナウイルス感染症対応Ｑ＆Ａ」（４月 30 日，日本在宅医療連合学会）
＃「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の取扱いについて（再周知）」（７月 17 日，厚労省対策推進本部）
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＃�「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律における新型コロナウイルス感染症患者及び無症状病原
体保有者の退院の取扱いに関する質疑応答集（Ｑ＆Ａ）について」（７月 17 日，厚労省健康局）
＃�「新型コロナウイルス感染症に係る検査の技術的事項に関する質疑応答集（Ｑ＆Ａ）について」
� （７月 21 日，厚労省対策推進本部）
＃「「2019-nCOV（新型コロナウイルス）感染を疑う患者の検体採取・輸送マニュアル」の改定について」
� （７月 22 日，厚労省対策推進本部）


